
○岩国市買い物弱者支援事業費補助金交付要綱 
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改正 

令和３年４月１日要綱第135号 

令和５年４月１日要綱第102号 

令和６年４月１日要項第  号 

岩国市買い物弱者支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の中山間地域において身近な商店の減少や高齢化等により、日

常生活に必要な食料品、日用雑貨品等（以下「日用生活物資」という。）の買物が困難

な状況に置かれている者（以下「買い物弱者」という。）の買物の機会の確保、生活の

維持向上等を図ることを目的として、買い物弱者を主な対象者として移動販売により日

用生活物資の購入支援を行う者に当該移動販売に使用する車両（以下「移動販売車」と

いう。）の購入その他運営に要する経費の一部を予算の範囲内において補助することに

関し、岩国市補助金等交付規則（平成18年規則第53号）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 中山間地域 岩国市中山間地域振興施策基本条例（平成25年条例第27号）第２条

第１号から第４号までに規定する区域及び岩国市中山間地域振興施策基本条例第２条

第５号の規則で定める区域を定める規則（平成26年規則第29号）で定められた区域 

(２) 小規模・高齢化集落 集落内の戸数が19戸以下で、高齢化率が50パーセント以上

の集落 

(３) 柱島群島地域 柱島、端島及び黒島の３島をいう。 

(４) 買物困難集落 買い物弱者が徒歩で外出し、買物行為を行うことが困難である集

落 

(５) 移動販売 あらかじめ巡回するコースと時間を設定し、集落の中心部などで買い

物弱者を主な対象者として、日用生活物資を自動車により販売する形態（車内で調理

加工した食品等を販売するもの、特定の世帯又は施設に訪問して販売するもの及び商

品のみを配達するものを除く。）。ただし、柱島群島地域においては、船舶による海

上輸送とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業と

する。 

(１) 移動販売車の購入又はリースに係る事業 

(２) 移動販売車への改造又は既存の移動販売車若しくは船舶の改良に係る事業 

(３) 移動販売車による輸送又は船舶による海上輸送の運営に係る事業 

（補助対象者） 

第４条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要件を満た



す者とする。 

 (１) 買い物弱者を主な対象者として、小規模・高齢化集落又は柱島群島地域であり、

かつ、買物困難集落において週１回以上（船舶による海上輸送にあっては、２週間に

１回以上）定期的に移動販売を行う者 

(２) 移動販売において、日用生活物資をおおむね10品目以上販売する者。ただし、生

鮮食料品である精肉、鮮魚又は野菜の販売を生業とする者は、この限りでない。 

 (３) 移動販売の巡回するコースについて、あらかじめ本市と協議し、調整することが

できる者 

 (４) 移動販売に係る食品衛生法（昭和22年法律第233号）等の関係法令を遵守する者 

 (５) ５年以上継続して移動販売を行う見込みがある者 

 (６) 納付義務がある市税、国民健康保険料（国民健康保険税を含む。）、介護保険料、

後期高齢者医療保険料、保育料、公共下水道使用料、農業集落排水処理施設使用料、

特定地域生活排水処理施設使用料、簡易水道使用料及び市営住宅使用料（以下「市税

等」という。）の滞納がない者（法人にあっては、その代表者を含む。） 

 (７) 岩国市暴力団排除条例（平成23年条例第21号）に規定する暴力団員又は暴力団若

しくは暴力団員と密接な関係を有する者でない者 

 (８) 本市及び他の市町が行う同様の助成金の交付を受けていない者 

 (９) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める条件を満たす者 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額等は、

別表に掲げるとおりとする。 

２ 前項の補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者が市長に提出する書類は、次に掲げる

とおりとする。 

(１) 岩国市買い物弱者支援事業費補助金交付申請書（様式第１号） 

(２) 移動販売に係る事業計画書（様式第２号） 

(３) 定款又はこれに類するもの 

(４) 法人の登記事項証明書（補助対象者が個人の場合は、当該個人の住民票の写し） 

(５) 移動販売車による営業に係る許可証の写し 

(６) 移動販売に使用する車両の自動車検査証の写し 

(７) 補助対象経費の明細等を証する書類の写し（見積書、図面等） 

(８) 移動販売車又は船舶の写真（改造又は改良に係る車両又は船舶については、当該

改造前又は改良前のもの） 

(９) 移動販売ルートを示す地図 

(10) 市税等の滞納がないことを証する書類（法人にあっては、当該法人及び代表者の

もの）（交付申請時、本市に住民登録（法人にあっては、事業所の所在地）がない場

合に限る。）  

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

２ 移動販売車による輸送に加え、船舶による海上輸送を行う事業者は、それぞれの運営



に係る事業に対し補助金の交付申請を行うことができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、補助対象者が移動販売車による輸送又は船舶による海上

輸送の運営に係る事業の補助金の交付を受けようとするときは、第１項第７号の書類の

提出を省略することができる。 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条に規定する書類の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と

認めるときは、岩国市買い物弱者支援事業費補助金交付決定通知書（様式第３号）によ

り申請をした者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付の決定に当たっては、次に掲げる条件を付するものとする。 

(１) 補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）に関し、移動販売

を行ったことを確認できる書類を、交付決定の日の属する年度から起算して５年度に

わたり、当該年度分を当該年度の末日までに市長に提出すること。 

(２) 補助事業において、その取扱い及び表示物等が次のいずれにも該当しないこと。 

ア 特定の世帯又は施設に対してのみ販売等を行うその他公共性を損なうおそれのあ

るもの 

イ 政治活動又は宗教活動に関するもの 

ウ 公序良俗に反するもの 

エ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に定

める風俗営業に関するもの 

オ 誇大表示、不当表示その他表示方法等が不適切なもの 

カ 暴力団又はその構成員その他これらに準ずるものが補助事業に関与するもの 

キ その他市長が適当でないと認めるもの 

(３) 補助事業により取得した財産を、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を経過するまでに、市長の承認を得ないで、

補助事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄

してはならないこと。 

(４) 補助事業により取得した財産について、市長の承認を受けて財産を処分すること

により収入があった場合には、その収入の全部又は一部を市に納付させることがある

こと。 

（補助事業の変更等） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が次の各号のいず

れかに該当する場合に市長に提出する書類は、岩国市買い物弱者支援事業費補助金変更

等申請書（様式第４号）とする。 

(１) 補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするとき、又は補助事業が予定の期間

内に完了しないとき（遂行が困難となったときを含む。）。 

(２) 補助金の額が増額となる変更をしようとするとき。 

(３) 補助事業の目的、効果、実施方法等に大きな影響を及ぼすと認められる変更をし

ようとするとき。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、補助事業の変更又は中



止若しくは廃止の承認の可否を通知するものとする。 

（実施期間） 

第10条 補助事業の実施期間は、市長が第７条の規定による補助金の交付決定を行った日

から当該年度が終了する日までとする。 

（実績報告） 

第11条 補助事業者が補助事業が完了したときに市長に提出する書類は、次に掲げるとお

りとする。 

(１) 岩国市買い物弱者支援事業費補助金実績報告書（様式第５号） 

(２) 補助対象経費の支払を証する書類の写し（請求書、領収証等） 

(３) 移動販売車の写真（改造又は改良に係る車両については、当該改造又は改良を行

った後のもの） 

(４) 移動販売に使用する車両の自動車検査証の写し 

(５) 移動販売を実施した日の販売ルートを記載した報告書 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（補助金の額の確定） 

第12条 市長は、前条に規定する実績報告を受けたときは、その内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金の額を確定し、岩国市買い物弱者支援事業費補助金確定通知書（様

式第６号）により、当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第13条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助事業者が市長に提出する書

類は、岩国市買い物弱者支援事業費補助金請求書（様式第７号）とする。 

（補助金の交付） 

第14条 市長は、前条に規定する請求書を受理した場合は、30日以内に当該補助事業者に

補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第15条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定

を取り消すことができる。ただし、自然災害等補助事業者の責めに帰すことができない

事由により事業継続が困難となった場合は、この限りでない。 

(１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 交付決定の際に付した条件に違反したとき。 

(３) 移動販売車の購入に係る補助金の交付を受けた補助事業者が、当該補助金の交付

を受けた年度の翌年度から５年以内に事業を廃止したとき。 

(４) その他市長が不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消し

に係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ず

るものとする。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



附 則（令和３年４月１日要綱第135号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の岩国市買い物弱者支援事業費補助金交

付要綱による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することがで

きる。 

附 則（令和５年４月１日要綱第102号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の岩国市買い物弱者支援事業費補助金交

付要綱による用紙で、現に現存するものは、所要の修正を加え、なお使用することがで

きる。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の岩国市買い物弱者支援事業費補助金交付要綱に

よる用紙で、現に現存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

別表（第５条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額等 

１ 移動販売車の購入又

はリースに係る事業 

移動販売車の購入費用又はリ

ース費用（車両本体及びラッ

ピング、陳列棚、冷蔵設備、

什器、放送設備、電気設備そ

の他市長が特に必要と認める

経費） 

１及び２の補助対象経費の

合算額の２分の１以内と

し、100万円を限度とする。

ただし、過去に１又は２の

補助金の交付決定を受けた

者は、再度１又は２の補助

金を受けることができな

い。（１の補助金の交付を

受けている事業者が船舶の

改良を行う場合を除

く。）。 

２ 移動販売車への改造

又は既存の移動販売車

若しくは船舶の改良に

係る事業 

ラッピング、陳列棚、冷蔵設

備、什器、ほろ、ひさし、放

送設備、電気設備その他市長

が特に必要と認める経費 

３ 移動販売車による輸

送又は船舶による海上

輸送の運営に係る事業 

燃料費（中山間地域内での移

動販売に係る走行距離に直近

12か月の燃料費の平均単価及

び停車中の燃料消費相当分を

勘案した額から算出した１キ

ロメートル当たりの燃料費単

価を乗じて得た額とする。こ

同一の補助対象者につき、

移動販売車による輸送の運

営に係る事業の場合は補助

対象経費の２分の１以内の

額又は30万円のいずれか低

い額を限度とし、船舶によ

る海上輸送の運営に係る事



の場合において、１キロメー

トル当たりの燃料費単価の算

出方法については、別に定め

る。）、道路運送車両法（昭

和26年法律第185号）第58条第

１項に規定する自動車の検査

及び同法第48条第１項の規定

による自動車の定期点検整備

に係る費用（点検・整備に係

る経費に限る。）、修理費そ

の他市長が特に必要と認める

経費 

業の場合は補助対象経費の

３分の２以内の額又は30万

円のいずれか低い額を限度

とし、それぞれ１年度にお

ける補助金の交付は１回と

する。 

 


